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亀岡市次期グループウェア導入・構築業務委託 

公募型プロポーザル実施要領  

 

１ 目的 

本要領は「亀岡市次期グループウェア導入・構築業務委託」に係る契約の相手方となる事業者の

選定にあたり、公募型プロポーザルの実施方法等、必要な事項を定める。 

 

２ 業務概要 

 （１）業務名 

     亀岡市次期グループウェア導入・構築業務委託 

 （２）業務内容 

     職員間の業務効率及び利便性の向上を目的に、情報共有や連絡手段として必要不可欠なビジ

ネスツールであるクラウドタイプ型グループウェアの導入・構築、職員への操作説明会、操作マニ

ュアルの作成といったシステム構築にかかる全般的な作業を行うものである。 

    ※詳細は別紙「亀岡市次期グループウェア導入・構築業務仕様書」のとおり 

 （３）業務期間 

    ・導入・構築業務             契約締結日から令和４年９月３０日まで 

    ・サービス利用及び運用保守業務  令和４年１０月１日から令和９年９月３０日まで 

 （４）想定ユーザ数 

   ８５０ユーザ 

 （５）見積限度額（消費税及び地方消費税含む） 

    ・導入・構築業務               １，７６０，０００円 

    ・サービス利用及び運用保守業務  月額 738,650 円 

※この金額は契約時の予定価格を示すものではなく、企画提案の規模を示すためのものである。

なお、提案額が導入限度額を超過している場合は失格とする。 

   ※サービス利用及び運用保守業務については、仕様書及び要件一覧に示す内容を考慮した金額

で見積ること。 

 

３ 実施形式 

   公募型 

 

４ 日程 

  令和４年 ６月 ２２日（水） 公募開始 

            ２７日（月） 質問の受付締切 

            ３０日（木） 質問に対する回答 

         ７月  ６日（水） 参加申込書の提出期限 

11 日（月） 資格確認結果送付 

             １５日（金） 企画提案書の提出期限 

             ２１日（木） プレゼンテーション審査 

             ２６日（火） 選定結果通知 
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５ 参加資格 

   本プロポーザルに参加するためには、次に掲げる資格要件をすべて満たさなければならない。ただ

し、契約締結までの間に、資格要件のいずれかを有しなくなった場合は、その時点で失格とする。 

 （１）本業務の公告日から契約締結日までの期間において、国又は地方公共団体等の指名停止措置を

受けていない者であること。 

 （２）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない者であること。 

 （３）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立て又は民事再生法（平成１１

年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申立てをしている者ではないこと。 

 （４）破産法（平成 16 年法律第 75 号）に基づく破産手続開始の申立てをしていないこと。 

 （５）次のアからオまでのいずれにも該当しないこと。 

    ア 役員等（参加者が個人である場合にはその者を、参加者が法人である場合にはその役員また

はその支店若しくは契約を締結する事務所の代表者をいう。以下この号において同じ。）が暴

力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下この号において

「暴力団対策法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員（以下この号において「暴力団員」

という。）であると認められるとき。 

    イ 暴力団（暴力団対策法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下この号において同じ。）ま

たは暴力団員が経営に実質的に関与していると認められるとき。 

    ウ 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目

的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認められるとき。 

    エ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、または便宜を供与するなど直接的

あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると認められるとき。 

    オ 役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められるとき。 

（６）情報セキュリティマネジメントシステム（ＩＳＭＳ）セキュリティの認証を取得していること。 

（７）過去５年以内に国又は地方公共団体において同様の業務を受託し、かつ履行を完了した実績を

有していること。 

（８）本業務を一括再委託しない者であること。 
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６ 参加申込の手続き 

 （１）提出書類 

    ①プロポーザル参加申込書（様式１） 

    ②事業所概要（様式２） 

    ③業務実績書（様式３） 

    ④誓約書（様式４） 

    ⑤亀岡市における入札参加資格認定通知書（受領書）の写し 

    ※上記提出書類は、参加を希望する支店又は営業所について記載すること。 

 

  ※「亀岡市競争入札参加資格者」でない場合は、次の書類も合わせて提出してください。 

    ⑥法人にあっては、商業登記簿謄本（現在事項証明書、履歴事項全部証明書でも可） 

    ⑦個人にあっては、住民票等住所が分かる証明書 

    ⑧法人にあっては、本社分の直近年度の消費税及び地方消費税納税額証明書（その３又はその

３の３）、市町村税の納税証明書（滞納がないことが確認できるもの） 

    ⑨個人にあっては、直近年度の消費税及び地方消費税納税証明書（その３又はその３の３）、市町

村税の納税証明書（滞納がないことが確認できるもの） 

    ⑩役員等調書（様式５） 

    ⑪支店又は営業所の場合、本社の委任状 

 

 （２）部数 

     各１部 

 （３）提出方法 

     持参又は郵送（書留郵便に限る。） 

     ※持参の場合は、平日の午前９時から午後５時まで 

（ただし、正午から午後１時までを除く。） 

 （４）提出先 

     亀岡市役所４階 情報政策課情報システム係 

 （５）提出期限 

     令和４年 ７月 ６日（水）まで（郵送の場合は必着） 

 

７ 質問の受付及び回答 

   本プロポーザルに関する質問の受付及び回答は、以下の通りとする。 

 （１）受付期間 

   公募開始から令和４年 ６月 ２７日（月） 午後５時まで 

（２）受付方法 

    質問書（様式６）に記入の上、「１６ 事務局」まで電子メールで提出すること。 

    電話又は口頭・ＦＡＸによる質問には応じない。提出後、事務局まで受信確認の電話をすること。 

 （３）回答日・回答方法 

     令和４年 ６月 ３０日（木） 午後５時までに電子メールで回答する。 

     また、市ホームページにも質問及び回答内容を掲載する。 

 （４）質問内容 
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     質問内容は、参加申込及び企画提案書等に関するもののみとし、審査（評価）に関する質問は

一切受け付けない。 

 

８ 企画提案書の提出方法 

「６ 参加申込の手続き」により参加申込みした事業者は、次のとおり企画提案書を提出すること。 

（ただし、資格確認の結果、本プロポーザルに参加する資格要件を満たさない者に関しては、この

限りではない。） 

 

 （１）提出書類 

     「９ 企画提案書について」記載のとおり 

 （２）提出方法 

     持参又は郵送（書留郵便に限る。） 

     ※持参の場合は平日の午前９時から午後５時まで 

（ただし、正午から午後１時までを除く。） 

 （３）提出先 

     亀岡市役所４階 情報政策課情報システム係 

 （４）提出期限 

     令和４年 ７月 １５日（金）まで（郵送の場合は必着） 

 

９ 企画提案書について 

   提出書類は以下のとおりとする。 

 （１）提出書類 

    ①企画提案書表紙（様式７） 

     ・正本１部には、会社名称、所在地、代表者名および代表者印を記載押印すること。 

      なお、副本には会社名称、所在地、代表者名など企業名が特定する情報は記載しないこと。 

    ②企画提案書（様式任意） 

     ・別紙「亀岡市次期グループウェア導入・構築業務委託仕様書」に基づき、具体的手法や工夫及

びスケジュール等を、文章や図表等により簡潔かつ明瞭に記述して提案すること。なお、仕様

書に示していないアピールポイントがあれば項目を追加して提示すること。 

③予定担当者調書（様式９）     

④要件一覧表（別紙１） 

⑤参考見積書（様式８、１０）及び内訳書（様式任意） 

     ・金額は税込みとし、見積限度額以下の金額とすること。 

     ・提出の際には封入し割印をしておくこと。 

    ⑥その他企画提案書の記載事項に関連する資料 

 （２）提出部数 

    正本１部、副本６部 

 （３）作成上の留意点 

    ①文字の大きさは、原則として９ポイント以上とする。 

    ②印刷色はカラー、白黒を問わない。 

    ③企画提案書の下段中央にページ番号を付すこと。 
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    ④使用言語は原則として日本語とし、なるべく専門用語を避けて分かりやすく平易な表現に努め

ること。やむを得ず企画提案書の一部に日本語以外の言語や専門用語を使用する場合は、同

一ページ内に注釈を加えること。 

 

１０ 審査 

   参加要件を満たすと認めた事業者に対し、亀岡市次期グループウェア導入・構築業務委託事業者

選定委員会（以下「選定委員会」という。）において、「亀岡市次期グループウェア導入・構築業務委

託 審査項目」に基づいた書類審査及びプレゼンテーション審査を実施する。なお、参加者が１社の

みの場合は、選定委員会に諮り決定する。 

 （１）日時 

     令和４年 ７月 ２１日（木） 

     ※時間は電子メールにて別途通知する。 

 （２）場所 

     亀岡市役所 ２階会議室（２０２・２０３会議室）または WEB 会議システム（Zoom）によるオンラ

イン形式 

     ※オンライン形式で参加希望の場合は、別途事務局まで申し出ること。 

      

 （３）出席者  

     出席者は３名以内とする。 

 （４）所要時間 

     ４５分以内（準備５分、説明及びデモンストレーション３０分、質疑応答１０分） 

 （５）内容 

     説明は企画提案書等をもとに行うものとし、追加提案や追加資料の配布は認めないが、要約資

料を用意することは認める。当該要約資料については、企画提案書と齟齬がないこととし、プレゼン

テーション開始時に７部資料を本市担当者へまとめて提出すること。 

説明用資材（プロジェクター、スクリーン、ディスプレイケーブル、延長コード）は亀岡市で用意す

るが、それ以外の機器（パソコン等）は参加者が用意すること。 

WEB 会議システムによる参加の場合は、提出した資料を画面共有により説明すること。 

  なお、プレゼンテーション・ヒアリングは個別に行い、非公開とする。 

 （６）その他 

    ・指定した時間に遅刻したとき、または欠席したときは失格とする。 

    ・プレゼンテーション審査の内容については事務局による録画・録音を実施する。 

 

１１ 企画提案者が１者またはいない場合の取扱い 

   参加者が１者の場合は、選定委員会において手続きを継続するのか又は参加資格等を見直して再

公告をするのかを協議し決定する。 

 

１２ 結果通知等 

 （１）優先契約交渉事業者の決定 

     選定委員会の審査において、最高評価点を得た者を優先契約交渉事業者の候補者（以下「候

補者」という。）として決定する。最高評価点を得た者が複数の場合は、全体評価の項目で一番評
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価の高い者を候補者とする。なお、最高評価点を得た者が評価配点合計の５割に満たない場合に

あっては、候補者の選定を行わず、再公募するものとする。 

 （２）結果通知 

     審査結果は、候補者が決定した後、速やかに本プロポーザルの参加者全員に書面で通知すると

ともに、亀岡市ホームページに掲載する。 

     なお、審査結果通知日から契約を締結するまでに国や地方公共団体等の指名停止に該当する

行為を行ったときは、当該審査結果を取り消すことがある。 

 

１３ 契約締結 

    審査の結果、候補者として決定した者と本業務の契約交渉を行う。なお、以下のいずれかに該当

し、その者と契約が締結できない場合、次点者と契約交渉を行うものとする。 

 （１）「５ 参加資格」の要件に定める要件を満たすことができなくなったとき。 

 （２）契約交渉が成立しないとき、又は候補者が本契約の締結を辞退したとき。 

 （３）提出書類、企画提案書等に虚偽の記載が判明したとき。 

 （４）その他の理由により契約の締結が不可能となったとき。 

 

１４ 情報公開及び提供に関すること 

    本プロポーザルに係る情報公開請求があった場合は、亀岡市情報公開条例（平成１２年条例第３

２号）に基づき公開する。 

 

１５ その他 

 （１）本プロポーザルに要する経費は、すべて参加者の負担とする。 

 （２）「６ 参加申込の手続き」に定める参加申し込みの後に本プロポーザルを辞退する場合、辞退届

（様式１１）を提出すること。 

 （３）企画提案書等に記載した担当者等は、契約期間の業務中は原則として変更できないものとする。

ただし、やむを得ない理由による変更を行う場合は、変更前に発注者の了解を得なければならな

い。 

 （４）業務の一部再委託は、企画提案書に記載がある場合を除き、原則として認めない。 

 （５）提出書類等は返却しない。 

 （６）審査により選定された候補者は、業務委託に係る「プロポーザル審査結果通知書」受理日から優

先契約交渉権者となり、再度、ユーザ数や仕様について細部にわたり協議、調整を行い、契約を締

結することとする。 

 （７）契約書に係る仕様書は、本市が示した仕様書及び選定された提案に基づき、契約予定者と発注者

による協議のうえ、決定することとする。 

 （８）発注者は、提案書類等を提出者に無断で本プロポーザル以外に使用しない。 

 （９）発注者は、提出書類等を審査に必要な範囲において、複製できるものとする。 

 （１０）次の場合、提出書類は無効とする。 

   ①提出期限を過ぎて提出された場合 

   ②提出書類等に虚偽の記載があった場合 

   ③提出書類等の作成にあたって不正行為が判明した場合 

   ④提出書類等の内容が示された条件に適合していない場合 
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 （１１）審査結果に対する苦情・異議申し立ては一切受け付けない。 

 （１２）本プロポーザルを途中で辞退した者は、これを理由として以後の選定等について不利益な取り

扱いを受けることはない。 

 （１３）不測の事態があった場合、本案件の執行をやむを得ず中止する場合がある。 

（１４）企画提案書等の著作権は、企画提案者に帰属する。ただし、本市が本プロポーザルに関する報

告、公表等のために必要な場合は、事業者の承諾を得ずに提出書類の内容を無償使用できるも

のとする。 

 （１５）本プロポーザルにおける「サービス利用及び運用保守業務」については、地方自治法（昭和２２年

法律第６７号）第２３４条の３の規定に基づく長期継続契約を締結する。 

そのため、令和４年度以降の業務については各年度の予算が亀岡市議会での議決を経て成

立することが前提となり、歳出予算の減額又は削除があった場合、契約締結者は本業務に係る

契約を変更し、又は解除することができる。 

     なお、上記により本業務に係る契約を変更し、又は解除された場合において、契約締結者に損

害が生じたときは、発注者は契約締結者に対して損害賠償の責めを負うものとし、その賠償額は

両者協議のうえで定めるものとする。 

 

１６ 事務局 

  〒６２１－８５０１ 

  京都府亀岡市安町野々神８番地 

亀岡市政策企画部情報政策課  担当：小林・五島・山田 

  電話番号：０７７１－２５－５００７ 

  電子メール：jouhou@city.kameoka.lg.jp 
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